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  ① (Technology based or science-based) Start-up firms 


































 ① Idea generating 
 ② Entrepreneuring 
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 機能    担い手 
 ① Idea generating  － 創業者 
② Entrepreneuring － VC会社（and/orエンジェル） 
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 ③ Project leading  － プロフェッショナル・マネジャー 
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 シリコンバレーの特異な点は、一方における finance people、すなわち投資の合理性（＝
確率論的合理性）を厳しく追求する人々と、他方における科学者・技術者あるいはハイテ
ク理想主義者とが、文字どおり一カ所に蝟集し、彼らがある程度まで相互にやりとりして
                                                  
10 例えば、John L. Nesheim, High Tech Startup, Saratoga, CA, 1997, p. 89; Edward 
Roberts, "High Stakes for High-Tech Entrepreneurs," Sloan Management Review, 
Winter 1991, pp. 9-20など。 


















 シリコンバレーを主導してきた情報技術（Information Technology、以下 IT）産業の構造
は、パーソナルコンピュータ（PC）の出現以前とそれ以後とでは大きく異なる。それは垂
直型と水平型との産業構造の違いである11。 













                                                  
11 David C. Mopschella, Waves of Power: The Dynamics of Global Technology 
Leadership 1964-2010, AMACOM, 1997（デビット・Ｃ・モシェラ著、佐々木浩二監訳『覇
者の未来』IDGコミュニケーションズ、1997年）. 


































                                                  
12 榊原清則「国家超越型企業とシリコンバレーモデルと」、『オペレーションズ・リサーチ』、
1997年 10月号、646～650頁。 
























































































 Idea to IPO  6 in 1,000,000 
 Reviewed Plans to IPO 6 in 1,000 












                                                  
13 日本経済新聞社編『ゼミナール現代企業入門』、1995年、442頁。 
14 John L. Nesheim, High Tech Startup, Saratoga, CA, 1997. 
15 Edward Roberts, "High Stakes for High-Tech Entrepreneurs," Sloan Management 
Review, Winter 1991, pp. 9-20. 













 IPOまでの時間   ― 早くて３年、典型的には５年 




















                                                  
16 Edward Roberts, "High Stakes for High-Tech Entrepreneurs," Sloan Management 
Review, Winter 1991, p. 9. 
17 John L. Nesheim, High Tech Startup, Saratoga, CA, 1997, p.3.. 

































                                                  
18 以上は聞き取り調査による。梶川朗、ヤフー株式会社取締役、98年 5月 11日；98年 6
月 26日。 
19 William E. Wetzel, Jr., "Angels and Informal Risk Capital," Sloan Management 
Rebiew, Summer 1983, p. 28. 
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る。だから起業家企業には、文字どおり成功か死か、そのいずれかしかなかったのであ












 － 売却（全部、あるいは一部） 
 － ライセンシング・ビジネスへの転換 
























































                                                  
20 ジェリー・カプランの事業化の努力については、ジェリー・カプラン著、仁平和夫訳『シ
リコンバレーアドベンチャー』日経 BP出版センター,1995年を参照。 
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表１：日本のベンチャー企業経営者の学歴 
（起業家と非起業家と） 
  起業家 二代目以降 
 中学校 21人 4.3% 5人 1.1% 
 高校 92人 19.0% 61人 13.2% 
 専門学校・専修学校 31人 6.4% 11人 2.4% 
 短大（高専を含む） 30人 6.2% 15人 3.2% 
 大学 278人 57.6% 348人 75.2% 
 大学院 31人 6.4% 23人 5.0% 












































































































 以上、日本の VB には多くの課題があることを指摘してきた。しかしここへきて、VB
の周辺で、日本の VBの将来を明るく展望することが可能な、新たな動きが出ている。お
























                                                  
23 『日本経済新聞』1998年 11月 25日付けに、同社および田中遵社長の紹介記事が掲載
されている。 
24 インタビュー記録、長谷川博和、グローバル・ベンチャーキャピタル株式会社代表取締
役社長、1998年 6月 24日。 
25 『日本経済新聞』1998年 1月 13日。 
26 『日本経済新聞』1998年 1月 6日。 
27 『日本経済新聞』1998年 12月 3日。 






回答内容 全体 １０年未満企業 １０年以上企業
適切な公的支援を利用したから 124社 16.4％ 38社 31.4％ 86社 13.5％
ベンチャーキャピタルの支援 56社 7.4％ 22社 18.2％ 34社 5.4％
適切な銀行融資を利用したから 448社 59.3％ 44社 36.4％ 404社 63.6％
適切な経営コンサルテーションを受けたから 128社 16.9％ 17社 14.0％ 111社 17.5％































































                                                  
28 『works』、株式会社リクルート、第９号、1998年、５頁。 
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29 システム LSIにける米ケイデンス社はその好例。 
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それに対して、その間日本はバブル経済にうつつを抜かし、過去の蓄積の上に安住してい
たのかもしれない。 
 そこで、全世界的な視点に立って日本の課題を考えてみると、グローバル化と情報化の
二大トレンドを生かし産業競争力を再構築することが日本の大きな課題であり、そしてそ
の過程で、日本に独自のビジネスモデルを世界に提起して行かなければならない。 
 いま日本には、断片的な経営革新の実践ではなく、新しいビジネスモデルの全体的構築
が求められているのである。企業のモデル間競争が世界的大競争の本質である。 
 日本が提起すべきビジネスモデルは、決してアメリカ風モデルそのものでもなければ、
ヨーロッパ風モデルそのものでもないはずである。ドメインの考え方としてはものづくり
を基盤とし、ハードウエアのブラックボックス化を進め他社の追随を排除し、かつまた付
加価値の高いサービスビジネスを育成することが、日本の重要課題である。 
 組織的には、高度の情報共有と緊密な人間関係を基盤とする有機的組織の特徴を維持し
ながら、さらにその上に標準的・形式的なシステム特性を付け加えていかなければならな
い。情報技術の高度活用は不可避である。 
 ここに示唆されているのは、従来言われてきた「日本型経営」の否定ではない。むしろ
その強みを生かし、さらにその上に新たな強みを付け加える経営革新である。これはちょ
うど「二兎を追って、しかも三兎も四兎も得よ」と言っているような難しい課題であるが、
それだけやりがいのある挑戦だともいえるのである。 
 
 
